
- 1 - 

 

【令和７年度（令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日）提出用】 
 

佐世保市建設工事・建設コンサルタント業務 
入札参加資格審査申請書 提出要領 【随時受付（新規登録）】 

 
佐世保市 契約課 

 

令和７年度に佐世保市が発注する『建設工事』及び『建設コンサルタント業務』の入札参加を希

望する方（新規登録希望者）は、下記の要領により入札参加資格審査申請書を提出してください。 

 

１ 随時受付申請期間 
（１）期 間 ※３月を除く毎月第２月曜日の週（下記のとおり。祝日を除く。）に申請を行ってください。 

令和７年 4月 14日(月)から 18日(金)まで 令和７年 10月 14日(火)から 17日(金)まで 

5月 12日(月)から 16日(金)まで 11月 10日(月)から 14日(金)まで 

6月  9日(月)から 13日(金)まで 12月    8日(月)から 12日(金)まで 

7月 14日(月)から 18日(金)まで 令和８年 1月 13日(火)から 16日(金)まで 

8月 12日(火)から 15日(金)まで 2月  9日(月)から 13日(金)まで 

9月  8日(月)から 12日(金)まで 3月 受付はありません 

 

（２）時 間  午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までを除く。） 

 

２ 提出場所 

  佐世保市 契約課（佐世保市役所本庁舎 １２階） 

  佐世保市八幡町１－１０ 電話：0956-24-1111（内線3207・3208） 

 

３ 提出方法 

  申請書類は、記載内容等についてお尋ねする場合がありますので、内容を説明できる方が、

契約課窓口までご持参いただくことを原則としています。 

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、郵送による申請を認める場合があります。 

 

４ 提出資格 
 （１）営業に関して、許可、認可及び登録（以下「許可等」という。）を必要とする場合は、当該

許可等を受けていること。 
 

 （２）市内業者（佐世保市内に本店がある者）又は準市内業者（佐世保市内に支店、営業所等が

ある者）は、佐世保市税及び佐世保市の国民健康保険税（以下、「佐世保市税等」という。）

を滞納していない者。 

  市外業者（佐世保市内に本店又は支店、営業所等がない者）は、本店の法人税を滞納してい

ない者。 
 

 （３）消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 
 

 （４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続き開始の申立

て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続き開始の

申立てがなされていない者であること。（会社更生法の規定に基づく更生手続き開始の申立て、

又は民事再生法の規定に基づく再生手続き開始の申立てがなされた者であっても、手続き開
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始の決定後に次条に規定する手続きがなされた者を除く。） 
 

 （５）建設工事にあっては、入札に参加しようとする工種に関して、建設業法（昭和２４年法律

第１００号）第２７条の２３の規定による経営事項審査を受け、かつ建設業法第２７条の２

７の規定による審査結果の通知を受けていること。なお、会社更生法の規定に基づく更生手

続き開始の申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続き開始の申立てがなされた者にあ

っては、手続き開始の決定後に経営事項審査を受け、審査結果の通知を受けていること。ま

た、許可行政庁から総合評定値（Ｐ）を取得していること。 
 

 （６）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

者であること。（なお、被補助人、被保佐人又は未成年者であって、契約締結のために必要な

同意を得ている者は、同項の規定に該当しない者である。） 
 

 （７）地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定に該当しない者であること。 
 

 （８）建設工事にあっては、上記（５）に規定する経営事項審査の審査項目の中の「雇用保険加

入の有無｣、「健康保険加入の有無」及び「厚生年金保険加入の有無」について、いずれも「加

入」又は「適用除外」にとなっているものに限る。ただし、当該通知書において、「未加入」

であった後に、当該保険の加入状況が「加入」又は「適用除外」となったものは、それぞれ

当該事実を証明する書類を添付すること。 

 

５ 資格の有効期間 

【建設工事】 

   登録申請書類を受理した月の翌月１日から経営事項審査の審査基準日の２年後まで 

   ただし、別途定める有効期間更新手続きを行った方は、新たに提出された経営事項審査の審査

基準日の２年後まで有効期間を延長します。 

  ※建設業法第２７条の２３の規定に基づき、経営事項審査の審査基準日から１年７か月を経過す

ると公共工事を請負うことが出来なくなります。 

 

【建設コンサルタント業務】 

   登録申請書類を受理した月の翌月１日から令和８年３月３１日まで 

   ただし、令和８年４月以降も引き続き登録継続を希望される方で、別途定める手続き（定期

受付）を行った場合は、令和１０年３月３１日まで有効期間を延長します。（手続きについては 

１２月初旬頃に佐世保市ＨＰ・広報させぼに掲載する予定です。） 

 

６ 提出書類 

下表の書類をご提出ください。 

なお、提出書類のうち入札参加資格審査申請書は、総務省作成の標準様式を採用しています。 

総務省 HP に掲載の記載要領や記載例並びに下記注意事項等をご確認の上、記載してください。 

総務省 HP：https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/14569.html 
※上記リンク先の「地方公共団体の競争入札参加資格審査申請に係る標準項目について」のうち、

「記載要領」、「記載要領（記載例）」をご確認ください。 

 

下表の「ファイルに綴じる書類」は、以下のとおりご提出ください。 

・  提出書類を番号順にＡ４判（タテ）の紙製ファイル【フラットファイル等（色は任意）】
に左綴じしてください。 

・ ファイルの表紙及び背表紙に商号を記入してください。 

 

 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/bunken/14569.html
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●建設工事（ファイルに綴じる書類） 

# 提出書類 提出書類記載上の注意等 

① 

一般競争（指名競争） 

入札参加資格審査申請書 

（標準様式） 

標準様式【様式１、様式２-１、様式２-２】に必要事項を記載してく

ださい。様式２-２（営業所一覧表）は、本件申請にあたり契約締結権

等を委任する場合、当該委任先のみ記載してください。 

②  建設業許可確認書類【写】 

国土交通省ホームページ内の『建設業者・宅建業者等企業情報検索シ

ステム』からプリントアウトした「建設業者の詳細情報」又は「建設

業許可証明書」（発行から３か月以内で、写し可） 

③ 
経営規模等評価結果通知書 

・総合評定値通知書【写】 

申請時点で最新の通知書の写しをＡ４判で提出してください。 

※注 原本確認のためＰＤＦデータの提出を求める場合があります。 

④ 

佐世保市税等の滞納のない証

明書（佐世保市発行）【写】 

【市内・準市内のみ】 

佐世保市内に、本店又は支店、営業所等がある方は、提出時点 

で３か月以内に発行されたもの（写し可）を提出してください。 

⑤ 
 納税証明書【写】 

（税務署発行） 

種類は「様式その３の３」で、提出時点で３か月以内に発行されたも

の（写し可）を提出してください。 

市内・準市内登録の方は、様式その３で税目「消費税及び地方消費税」

を選択したものでも可能です。 

⑥ 

【法人】 

登記事項証明書【写】 
 

【個人事業主】 

身分証明書（又は身元証明書）

【写】 

種類は「全部事項証明（謄本）」の「履歴事項証明書（閉鎖されてい

ない登記事項の証明）」で、申請時点で３か月以内に発行されたもの

（写し可）を提出してください。 

※個人事業主の場合は、本籍地の市町村が発行する代表者の身分証明

書（又は身元証明書）を提出してください。 

⑦ 
 資格別技術者数一覧表 

（本市様式） 
別紙の記入要領を参照のうえ、作成してください。 

⑧ 
 技術者名簿（本市様式） 

【市内・準市内のみ】 

別紙の記入要領を参照のうえ、作成してください。 

※両面印刷（長辺綴じ）での提出をお願いします。 

⑨ 
 工事経歴書 

（中央公契連の統一様式） 

登録希望の工種別に用紙を分け、直近１か年分を作成し、実績が無い

場合は、「実績なし」と記載してください。 

中央公契連の統一様式については、当該記載要領をご参照のうえ、作

成してください。 

※両面印刷（長辺綴じ）での提出をお願いします。 

⑩ 

 電気工事業者 

  届出受理通知書【写】 

 【該当者のみ】 

国又は都道府県から交付された電気工事業者届出受理通知書の写し

を提出してください。 

※「電気工事」登録希望の方が対象です。 

 

●建設工事（ファイルに綴じずにご提出ください） 

# 提出書類 提出書類記載上の注意等 

⑪ 

 系列関係に関する届出書 

（本市指定様式） 

【市内・準市内のみ】 

佐世保市内に、本店又は支店、営業所等がある方は、別紙の記入要領

を参照のうえ、作成してください。 

⑫ 

 委任状 

（Ａ４用紙任意様式） 

【該当者のみ】 

本社から支店・営業所等に契約締結権等を委任する場合に提出してく

ださい。 

委任期間は、申請月の翌月１日からとしてください。 

※様式は定めていませんので、任意様式でご提出ください。 

ただし、会社代表者及び受任者の押印を要します。 
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●建設コンサルタント業務（ファイルに綴じる書類） 

# 提出書類 提出書類記載上の注意等 

① 

一般競争（指名競争） 

入札参加資格審査申請書 

（標準様式） 

標準様式【様式１、様式３－１、様式３－２】に必要事項を記
載してください。 
 

※様式１の担当者欄は、本申請に係る担当者、電話番号等を記載してく

ださい。（本申請に係るお問い合わせをさせて頂く場合があります。） 

 

※様式３－１①（希望業種表）は、佐世保市に登録を希望する業種のみ

記載してください。 

※登録を希望しない業種、できない業種（例：「測量」・・・委任先に測

量士がいない、「建築コンサル」・・・委任先が建築士事務所の登録を受

けていない等）については記載しないでください。） 

 
※様式３-２（営業所一覧表）は、本件申請にあたり契約締結権
等を委任する場合、当該委任先のみ記載してください。 

② 希望部門一覧表 

○土木コンサル・補償コンサルの方は、国に登録している部門にチェッ

クを入れて下さい。 

○建築コンサルの方は、登録を希望される部門にチェックを入れて下さ

い。 

※部門の該当がない場合においても、商号及び名称、TEL／FAX番号等を

記載してください。 

③ 登録証明書(登録通知書)等【写】 

○「測量」又は「建築関係建設コンサルタント」 

提出時点で３か月以内に発行された証明書 

○「地質調査」、「土木関係建設コンサルタント」又は「補償コンサルタ

ント」 

国登録時の登録(更新)通知書（国登録がない場合は提出不要） 

④ 
現況報告書又は損益計算書・貸借

対照表等【写】 

別表を参照のうえ必要書類を直近２か年分提出してください。 

※国の登録が無い（財務事項一覧表が無い）場合は、業種ごとに実績高

が分かる資料を提出してください。 

⑤ 

佐世保市税等の滞納のない証明

書（佐世保市発行）【写】 

【市内・準市内のみ】 

佐世保市内に、本店又は支店、営業所等がある方は、提出時点で３か月

以内に発行されたもの（写し可）を提出してください。 

⑥ 
 納税証明書【写】 

（税務署発行） 

種類は「様式その３の３」で、提出時点で３か月以内に発行さ

れたもの（写し可）を提出してください。 

市内・準市内登録の方は、様式その３で税目「消費税及び地方消費税」

を選択したものでも可能です。 

⑦ 

【法人】 

登記事項証明書【写】 
 

【個人事業主】 

身分証明書（又は身元証明書）【写】 

種類は「全部事項証明（謄本）」の「履歴事項証明書（閉鎖され

ていない登記事項の証明）」で、申請時点で３か月以内に発行さ

れたもの（写し可）を提出してください。 

※個人事業主の場合は、本籍地の市町村が発行する代表者の身

分証明書（又は身元証明書）を提出してください。 

⑧ 
 技術者名簿（本市様式） 

【市内・準市内のみ】 

別紙の記入要領を参照のうえ、作成してください。 

※両面印刷（長辺綴じ）での提出をお願いします。 
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⑨ 
 測量等実績調書 

（本市様式） 

指定様式の記載要領を参照のうえ、作成してください。 登録希
望の業種別に、用紙を分けて直近２か年分を作成し、実績が無

い場合は、｢実績なし｣と記入して、提出してください。 
※両面印刷（長辺綴じ）での提出をお願いします。 

 

●建設コンサルタント業務（ファイルに綴じずにご提出ください） 

# 提出書類 提出書類記載上の注意等 

⑩ 

 系列関係に関する届出書 

（本市指定様式） 

【市内・準市内のみ】 

佐世保市内に、本店又は支店、営業所等がある方は、別紙の記入要領を

参照のうえ、作成してください。 

⑪ 

 委任状 

（Ａ４用紙任意様式） 

【該当者のみ】 

本社から支店・営業所等に契約締結権等を委任する場合に提出
してください。 

※様式は定めていませんので、任意様式でご提出ください。 

ただし、会社代表者及び受任者の押印を要します。 
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≪提出書類等に関する注意事項≫ 

 

◎建設工事・建設コンサル共通 
（１）提出書類①のうち様式２－２（様式３－２）について、本市では営業区域コードを設定してい

ないため、記載不要です。 
 

（２）提出書類②、④、⑤及び⑥のうち証明書は、申請書類の受理日時点で、発行から３か月以内

のものが有効です。(例)「７月１２日」受理の場合、「４月１３日」以降に発行された証明書が有効。 
 

（３）本市様式については、項目内容を満たしていれば、独自様式による提出も可能です。 
 

 

◎建設工事 
（１）提出書類①のうち様式２－１（希望工種表）について、本市では各業種に工種区分を設定し

ていないため、希望する業種の 01 列に「○」を記載してください。 
 

（２）提出書類③「経審」の「技術職員数」の合計人数が「ゼロ」になっている工種は登録できま

せん。 
 

（３）提出書類⑦～⑨は、経審を受験される際に作成された各種資料の代用が可能です。 
 

 

◎建設コンサルタント業務 
（１）提出書類①のうち様式３－１①（希望業種表）について、本市で受付する登録希望業種区分

及びコードは別表のとおりです。 
 

（２）「測量」あるいは「建築関係建設コンサルタント」への登録をご希望で、支店等へ契約締結

権等を委任する場合は、以下をご確認のうえ申請してください。 

測量：提出書類③で直近の委任先の測量士人数が「ゼロ」の場合、委任先での登録ができませ

ん。（本社での登録は可能です。） 

建築コンサル：提出書類②として委任先の建築設計事務所登録証明書を添付してください。 

 

（３）提出書類③の書類は、別表に記載している必要な頁のみ添付してください。なお、【様式３

－１】に記載した実績額が、現況報告書等から確認が出来ない場合は、実績が確認出来る根拠

資料を別表の書類に併せて、別途提出してください。 

 

※ その他、手続き等についてご不明な点がある場合は、 

佐世保市契約課（電話：0956-24-1111 内線 3207・3208）までお問合せください。 
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【 別 表 】 
※建設コンサルタント業務における登録希望業種区分及び 

提出書類③現況報告書等の必要書類 
 

以下の書類を直近２ヵ年分（決算終了分）ご提出ください。 

登録希望業種区分 ｺｰﾄﾞ 必要書類 

○測 量 29 

測量法第 55 条の８（第 1 項・第 2 項）の規定に基づく書類 

・表 紙 

・財務事項一覧表（別表第十三号・第十四条関係） 

・営業所ごとの測量士・測量士鋪の人数 

 （別表第十二（第十四条関係） 

 （添付書類（ホ）（法第 55 条の 3 第 4 号） 

 または測量士名簿記載事項証明書 

〇地質調査 31 

地質調査業者現況報告書 

・表 紙（様式第 16 号・第７条関係 イ） 

・財務事項一覧表（様式第 16 号・第７条関係 ト） 

 （国の登録が無い場合は、損益計算書（任意様式）） 

〇土木関係建設 

コンサルタント 
32 

建設コンサルタント現況報告書 

・表 紙（様式第 16 号・第７条関係 イ） 

・財務事項一覧表（様式第 16 号・第７条関係 ト） 

（国の登録が無い場合は、損益計算書（任意様式）） 

〇補償コンサルタ

ント 
41 

補償コンサルタント現況報告書 

・表 紙（別記様式第 14 号・第７条関係 イ） 

・財務事項一覧表（様式第 14 号・第７条関係 ホ） 

 （国の登録が無い場合は、損益計算書（任意様式）） 

 

○建築関係建設 

コンサルタント 
33 

・決算書（損益計算書） 
 所得税青色申告決算書、収支内訳書または独自の決算書で 
 事業売上とその他の売上（兼業事業の売上、雑収入等）が 
 判別できること。 

 決算書等で判別出来ない場合は、根拠資料を別途添付して 

 ください。 

 

○船舶造修 47 

〇その他 35 

 



   様式１ （共通様式）

注）05については建設工事に係る競争について申請する場合に記入する。

令和7年度において、 で行われる入札に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

殿

※代表者が申請担当者を兼ねる場合、役職を記載

※本社（店）と同じ場合には、郵便番号欄を空欄とし、住所欄に「本社と同じ」と記載

※本社（店）と同じ場合には、「本社と同じ」と記載）

17 担当者メールアドレス ＠

16 担当者電話番号 - - （ 内線番号

14 担当者郵便番号

都道府県 市区町村 町名番地

15 担当者住所

部署名
(所属
名)

役職名

セイ ： メイ ：

13 担当者 ： 姓 ： 名 ：

12 本社（店）電話番号 - -

11

： メイ ：

代表者氏名 姓 ： 名

都道府県 市区町村 町名番地

10 代表者役職

フリガナ セイ

：

08 本社（店）住所

09 商号又は名称 （ ）

フリガナ
略号

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書

令和 年 月 日

07 本社（店）郵便番号

佐世保市

佐世保市長

月 日
更新 03 業者コード（※佐世保市記入）　　　　　　　　　　 05 建設業許可番号 号

適格組合証明
取得年月日

- 番号
年01 ○ 新規 02 受付番号※ 04 法人番号

06



   様式１ （共通様式）

１ 外資なし ２ 外国籍会社 ３ 日本国籍会社 ４ 日本国籍会社

 ］  ］  ］  ］

（ 外資比率 ： １００％ ） （ 外資比率 ： ％ ） （ 外資比率 ： ％ ）

・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業

・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業

・ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業

※欄については、記載しないこと。

23 みなし大企業 下記のいずれかに該当する

22 設立年月日（和暦） 月 日

該当しない

年

20 営業年数 年 （合併等後

21 常勤職員の人数（人）
①技術職員 ②事務職員 ③その他の職員 ④合計

0

⑤役職員等（④の内数）

年 ヶ月）

↑建設工事の競争入札参加資格申請において、合併等から経営事項審査の基準日までの期間が５年未満の場合に記載。

19 外資状況

［ 国名 ：［ 国名 ：

電話番号 - -

［ 国名 ： ［ 国名 ：

メールアドレス ＠

郵便番号

都道府県 市区町村 町名番地

住所

18 申請代理人氏名 姓 ： 名 ： 行政書士登録番号

（18 代理申請時使用欄）

セイ ： メイ ：



　様式２－１ （競争参加資格希望工種表）

24

０１
０２
０３
０４
０５
０６
０７
０８
０９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９

その他
合計

（注）完成工事高については、消費税を含まない金額を記載すること。

03 04

競争参加資格希望工種表

業種

ガラス工事
塗装工事
防水工事

電気工事

さく井工事
建具工事

水道施設工事
消防施設工事
清掃施設工事

土木一式工事
建築一式工事

大工工事
左官工事

とび・土工・コンクリート工事

0

電気通信工事
造園工事

板金工事

内装仕上工事
機械器具設置工事

熱絶縁工事

鉄筋工事
舗装工事

しゅんせつ工事

鋼構造物工事

解体工事

石工事
屋根工事

管工事
タイル・れんが・ブロック工事

15許可区分 16 17 18 19 20

建

設

工

事

の

許

可

業

種

等

④総合
評定値

② 年間平均
完成工事高

※受付番号 0 ※業者コ－ド （※佐世保市記入）　　　　　　　　　　

番号

③　競争参加資格希望工種区分

（千円）
05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

①　建設工事の許可業種区分

許可状況
(○を記

載)
01 02

各業種には工種区分を設定していません。

登録を希望する業種の01列に「○」を記載してください。



　様式２－２ （営業所一覧表）

※ 受付番号

記載要領
本表は、申請先地方公共団体の競争に参加するに当たって、本社（店）から受任する支店等営業所の状況について、申請日時点で作成すること。
「営業所の名称」欄には、経営事項審査を受けた建設業の許可を有する支店等営業所の名称を記載すること。
「電話番号」欄における市外局番、市内局番及び番号については、（	）を用いずに、数字のみを記載すること。
｢メ－ルアドレス」欄には、申請先地方公共団体からの種々の連絡に対応でき得るアドレスを記載すること。

「営業区域コード」欄には、その営業所が営業する区域について、該当するコ－ド（記載要領参照）を記載すること。
記載欄が不足する場合には、同一の様式を用いて２頁目以降を作成すること。

郵便番号

頁0 ※ 業者コード （※佐世保市記入）　　　　　　　　　　 1

連絡先
＠

-

営業所の名称

営業所の代表者

-

市区町村

町名番地

フリガナ

役職

氏名 園

／ 1

営業所一覧表（建設工事）

０１

※左欄にセイ、右欄にメイを記載

※左欄に姓、右欄に名を記載

建設業許可業種

と 石 屋

営業所の所在地

番号

大 電 管

町名番地

番号 ０２ 建設業許可業種

営業所の名称

左

都道府県

-電話番号

メールアドレス

井

土 建

７
６

＠

絶

フリガナ

都道府県

市区町村

通 園

営業所の代表者

役職

氏名 ※左欄に姓、右欄に名を記載

※左欄にセイ、右欄にメイを記載

通

３
４
５ 「建設業許可業種」の欄には、経営事項審査を受けた建設業許可業種について、一般建設業の許可を受けている場合には「1」を、特定建設業の許可を受けている場合には「2」を記載すること。

-

メールアドレス

１
２

連絡先
電話番号 -

営業所の所在地

郵便番号 -

（内線番号）

（内線番号）

しゅ 板

ガ 塗 防 内 機 絶

タ 鋼 筋 舗

営業区域コード

具 水 消 清 解

01

土 建 大 左 と 石 屋 電 板管 タ 鋼 筋 舗 しゅ

ガ 塗 防 内 機 井 具 水 消 清 解

営業区域コード

01

記載不要です。

記載不要です。



　様式１（共通様式）

注）05については建設工事に係る競争について申請する場合に記入する。

令和7年度に で行われる入札に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

殿

※代表者が申請担当者を兼ねる場合、役職を記載

※本社（店）と同じ場合には、郵便番号欄を空欄とし、住所欄に「本社と同じ」と記載

※本社（店）と同じ場合には、「本社と同じ」と記載

佐世保市

佐世保市長

）

17 担当者メールアドレス ＠

16 担当者電話番号 - - （ 内線番号

14 担当者郵便番号

都道府県 市区町村 町名番地

15 担当者住所

部署名
(所属
名)

役職名

セイ ： メイ ：

13 担当者 ： 姓 ： 名 ：

12 本社（店）電話番号 - -

11

： メイ ：

代表者氏名 姓 ： 名

都道府県 市区町村 町名番地

10 代表者役職

フリガナ セイ

：

08 本社（店）住所

09 商号又は名称 （ ）

フリガナ
略号

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書

令和 年 月 日

07 本社（店）郵便番号

月 日
更新 03 業者コード（※佐世保市記入）　　　　　　　　　　 05 建設業許可番号 号

適格組合証明
取得年月日

- 番号
年01 新規 02 受付番号※ 04 法人番号

06



　様式１（共通様式）

１ 外資なし ２ 外国籍会社 ３ 日本国籍会社 ４ 日本国籍会社

 ］  ］  ］  ］

（ 外資比率 ： １００％ ） （ 外資比率 ： ％ ） （ 外資比率 ： ％ ）

・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業

・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業

・ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業

※欄については、記載しないこと。

該当しない

22 設立年月日（和暦） 年 月 日

23 みなし大企業 下記のいずれかに該当する

↑建設工事の競争入札参加資格申請において、合併等から経営事項審査の基準日までの期間が５年未満の場合に記載。

21 常勤職員の人数（人）
①技術職員 ②事務職員 ③その他の職員 ④合計 ⑤役職員等（④の内数）

0

［ 国名 ：

20 営業年数 年 （合併等後 年 ヶ月）

19 外資状況

［ 国名 ： ［ 国名 ： ［ 国名 ：

電話番号 - -

メールアドレス ＠

郵便番号

都道府県 市区町村 町名番地

住所

18 申請代理人氏名 姓 ： 名 ： 行政書士登録番号

（18 代理申請時使用欄）

セイ ： メイ ：



様式 ３-１ ① （競争参加資格希望業種表・経営状況調査表）

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

測量等実績高

④ 前  ２   ヶ   年  間  の

平  均  実  績  高

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0

② 直 前 々 年 度 分 決 算 ③  直 前 年 度 分 決 算

コード

① 競 争 参 加 資 格 希 望 業 種 区 分

業種名

1 頁0 （※佐世保市記入）　　　　　　　　　　 1 ／

年 月から 年 月から

年 月まで

競争参加資格希望業種表・経営状況調査表（測量・建設コンサルタント等）

月から月から

年 月まで 年

年

月まで

24

0

年

月まで 年

そ         の         他

合                 計



様式 ３-１ ② （競争参加資格希望業種表・経営状況調査表）

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

有資格者数（人）

その他

その他

不動産鑑定士補 土地家屋調査士 司法書士 RCCM

技術士

総合技術監理部門 建設部門 農業部門 森林部門 上下水道部門 電気・電子部門 機械部門 地質調査

0 （※佐世保市記入）　　　　　　　　　　

25

構造設計
一級建築士

設備設計
一級建築士

一級建築士 二級建築士 建築設備士
建築積算
資格者

一級土木
施工管理技士

二級土木
施工管理技士

測量士補 環境計量士
港湾海洋
調査士

不動産鑑定士測量士



様式 ３-１ ③ （競争参加資格希望業種表・経営状況調査表）

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

自己資本額 経営状況（流動比率）

区                            分

① ① 流 動 資 産 （a）

② 流 動 負 債 （b）

② ③ 流動比率 （a/b×100） （％）

③

④

登録を受けている事業

営業年数の詳細

④ 営 業 年 数 年

③ 現 組 織 へ の 変 更 年 日

② 休 業 期 間 又 は 年 日

月

から

転 （ 廃 ） 業 の 期 間 年 月 まで日

月

日

29

① 創 業 年 月 日

号 年月 日年

年 月 日

第 号 年 月 日 第第 号 月

年 月 日

第 号 年 月 日 第 号 年

月 日 計量証明事業者 第 号

月 日 第 号

年 月 日

土地家屋調査士 第 号 年 月 日 司法書士 第 号 年

月 日 不動産鑑定業者 第 号

年 月 日

地質調査業者 第 号 年 月 日 補償コンサルタント 第 号 年

月 日 建設コンサルタント 第 号

登録番号 登録年月日 登録事業名 登録番号 登録年月日

測量業者 第 号 昭和 年 月 日 建築士事務所 第 号 年

新 株 予 約 権

計 0

28

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名

（　う　ち　外　国　資　本） （ ） （千円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

0 （※佐世保市記入）　　　　　　　　　　

26 27

直前決算時（千円） 区　　　　　分 直前年度分決算

株 主 資 本 （千円）



　様式 ３-２ （営業所一覧表）

※ 受付番号

記載要領
本表は、申請先地方公共団体の競争に参加するに当たって、本社（店）から受任する支店等営業所の状況について、申請日時点で作成すること。
「電話番号」欄における市外局番、市内局番及び番号については、（	）を用いずに、数字のみを記載すること。
｢メ－ルアドレス」欄には、申請先地方公共団体からの種々の連絡に対応でき得るアドレスを記載すること。
「営業区域コード」欄には、その営業所が営業する区域について、該当するコ－ド（記載要領参照）を記載すること。
記載欄が不足する場合には、同一の様式を用いて２頁目以降を作成すること。

1 頁

営業所一覧表（測量・建設コンサルタント等）

番号 ０１

営業所の名称

0 ※ 業者コード （※佐世保市記入）　　　　　　　　　　 1

営業区域コード

01

郵便番号 -

※左欄にセイ、右欄にメイを記載

／

町名番地

氏名 ※左欄に姓、右欄に名を記載

連絡先
電話番号 - -

市区町村
営業所の所在地

営業所の代表者

役職

フリガナ

都道府県

（内線番号）

メールアドレス ＠

番号 ０２

役職

営業区域コード

-

氏名

01営業所の名称

フリガナ

2
3
4

営業所の所在地

営業所の代表者

※左欄に姓、右欄に名を記載

市区町村

町名番地

都道府県

※左欄にセイ、右欄にメイを記載

郵便番号

5

メールアドレス ＠

１

-
連絡先

電話番号 - （内線番号）

記載不要です。

記載不要です。



希望部門一覧表

商号及び名称 TEL（　　　　‐　　　　‐　　　　）FAX（　　　　‐　　　　‐　　　　）

支店（営業所）名 TEL（　　　　‐　　　　‐　　　　）FAX（　　　　‐　　　　‐　　　　）

土木コンサル

建築コンサル

補償コンサル

○土木コンサル・補償コンサルの方は、国に登録している部門にチェックを入れて下さい。
○建築コンサルの方は、登録を希望される部門にチェックを入れて下さい。
※部門登録の該当がない場合においても、商号及び名称、TEL／FAX番号等を記載し提出してください。

上水道／工業用水河川／海岸 港湾／空港 電力土木 道路 鉄道 下水道

農業土木 森林土木 水産土木 造園 都市／地方計画 地質 土質／基礎

鋼構造／コンクリート トンネル 施工計画・設備 建設環境 建設機械 電気・電子 廃棄物

登録なし

一般 意匠 構造 冷暖房 衛生 電気 建築積算

機械積算 電気積算 調査

土地調査 土地評価 物件 機械工作物 営業・特殊 事業損失 補償関連

総合補償 登録なし

部門登録該当なし



 

資格別技術者数一覧表（工事） 

商号及び名称【             】 

TEL（    ‐    ‐    ）FAX（    ‐    ‐    ） 

支店（営業所）名【             】 

TEL（    ‐    ‐    ）FAX（    ‐    ‐    ） 

会 社 全 体 佐世保支店（営業所） 

建設業に従事する職員数：    人 

（上記の内、技術職員数：    人） 

建設業に従事する職員数：    人 

（上記の内、技術職員数：    人） 

資 格 の 名 称 人 数 資 格 の 名 称 人 数 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 



⑦「資格別技術者数一覧表」記入要領 

 

【記入要領】 
 

※ 資格別技術者数には、資格の種類ごとに、会社全体及び佐世保支店（営業所）の総資格者数

を記入してください。 

  ・「建設業に従事する職員数」（建設業関係の事務職員を含みます。）及び「上記の内、技

術職員数」には、実数を記入してください。 

  ・「資格の名称」欄の人数は、延べ人数になりますので、１人で複数の資格を有している技

術職員の場合は、重複して数えてください。 

 

【記入例】 
 

資格別技術者数一覧表（工事） 

商号及び名称【 ○○工業(株)      】 

TEL（ 000‐00‐0000 ）FAX（ 000‐00‐0000 ） 

支店（営業所）名【 ○○支店（営業所）   】 

TEL（ 000‐00‐0000 ）FAX（ 000‐00‐0000 ） 

会 社 全 体 佐世保支店（営業所） 

建設業に従事する職員数：１００人 

（上記の内、技術職員数： ８５人） 

建設業に従事する職員数： １０人 

（上記の内、技術職員数：  ８人） 

資 格 の 名 称 人 数 資 格 の 名 称 人 数 

 一級土木施工管理技士   １５人  一級土木施工管理技士    ２人 

 二級土木施工管理技士   ３０人  二級土木施工管理技士    ３人 

 一級建築施工管理技士    ５人  二級建築施工管理技士    ３人 

 二級建築施工管理技士   １０人  一級建築士    １人 

 一級建築士    ５人   

 二級建築士   １０人   

 技術士    ２人   

 



技術者名簿（会社全体）【工事】 
 
商号及び名称： 

No. 氏  名 生年月日 資格の名称及び番号 
監理技術者資格者証 

 

交付番号 建設業の種類 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 
 



技術者名簿（佐世保支店・営業所）【工事】 
 
商号及び名称： 

No. 氏  名 生年月日 資格の名称及び番号 
監理技術者資格者証  

交付番号 建設業の種類 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 
 



技術者名簿（会社全体）【建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等】 
 
商号及び名称： 

No. 氏  名 生年月日 資格の名称及び番号 備 考 
 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 
 



技術者名簿（佐世保支店・営業所）【建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等】 
 
商号及び名称： 

No. 氏  名 生年月日 資格の名称及び番号 備 考 
 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 
 



⑧「技術者名簿」記入要領  【市内・準市内業者のみ提出】  

 

【記入要領】 
 ※技術者名簿には、有資格者（建設業法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は建設業法第１５条第

２号イ若しくはハに該当する者等）について作成してください。 

 

 ・佐世保市内に支店・営業所等がある方は、会社全体と市内の支店・営業所の技術者につい 

て用紙を分けて作成してください。 
 

・会社全体分については、独自の様式で提出されても結構です。 

  

・「氏名」及び「生年月日」の欄は、資格が２段以上になるときは、最上段の欄のみに記入し

てください。 
 

 ・「資格の名称及び番号」の欄は、有する資格の名称並びにその交付番号を記入してください。 

※建設業法第７条第２号ロに該当する者は「実務経験○○年（工種）」と記載してください。 
 

 ・「監理技術者資格者証交付番号」の欄は、建設業法第２７条の１８第１項の規定により、 

監理技術者資格者証の交付を受けている者について、その交付番号を記入してください。 
 

 ・「建設業の種類」の欄は、監理技術者たる資格を有する建設業の種類を記入してください。 

 

 

【記入例】 
技 術 者 名 簿（会社全体）【工事】 

商号及び名称：○○工業(株) 

No. 氏  名 生年月日 資格の名称及び番号 
監理技術者資格者証  

交付番号 建設業の種類 

１ 佐世保 太郎 S27.01.27 
１級土木施工管理技士 

００１００１ 
第00123456号 土木 

 〃 〃 
１級管工事施工管理技士 

０２３４５６ 
〃 管 

２ 建設  次郎 S27.01.27 
２級土木施工管理技士 

００２５６７ 
  

３ 八幡  花子 S34.04.29 
１級建築施工管理技士 

００６５５５ 
第00789012号 建築 

４ 八幡  太郎 S36.10.25 
実務経験１２年（土木） 

 
  

      

 
 



（登録業種区分）

委託料の額
（千円）

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

記載要領

　３　下請については、「注文者」の欄には元請業者名を記載し、「件名」の欄には下請件名を記載すること。
　４　「測量等対象の規模等」の欄には、例えば測量の面積・精度等、設計の階数・構造・延べ面積等を記載すること。
　５　「請負代金の額」は、消費税込みの金額を記載すること。

測　量　等　実　績　調　書

　１　本表は、登録を受けた業種の各別又はその他の営業の種別の各別に作成すること。
　２　本表は、直前１年間の主な完成業務及び直前１年間に着手した主な未完成業務について記載すること。

注　文　者
着　工　年　月
完成（予定）年月

業務履行場所の
ある都道府県

元請又は
下請の別

件名 測　量　等　対　象　の　規　模



系列会社に関する届出書 

  年  月  日 

佐世保市長 様 

 

（申請者） 

     〒 

住     所 

商号又は名称 

代 表 者                

 

佐世保市建設工事、建設コンサルタント業務、物品等及び業務委託（役務）入札参加

有資格者のうち、当社における人的関係及び資本関係の状況について、下記のとおり報
告いたします。 

 

１ 申請者の登録状況  工事 ・ 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 ・ 物品等 ・ 業務委託（役務） 
 
２ 系列会社の有無    有（   社）  ・  無 
 
３ 系列会社に関する事項 
 
  （No.1） 

住  所  

商号又は名称  No. 

代表者名  

市登録状況 工事 ・ 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 ・ 物品等 ・ 業務委託（役務） 

資本関係 親会社・子会社・子会社同士・資本関係無・その他（      ） 

人的関係 有  ・  無 

重複役員等 

※人的関係が

ある場合 

氏  名 当社での役職名 系列会社での役職名 

   

   

   

 

 

受付票【系列会社届出】 

 

（申請者）                      様 

 

系列会社に関する届出書を受け付けました。 

 

 

佐世保市契約課 



 

  （No.2） 

住  所  

商号又は名称  No. 

代表者名  

市登録状況 工事 ・ 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 ・ 物品等 ・ 業務委託（役務） 

資本関係 親会社・子会社・子会社同士・資本関係無・その他（      ） 

人的関係 有  ・  無 

重複役員等 

※人的関係が

ある場合 

氏  名 当社での役職名 系列会社での役職名 

   

   

   

 

 

  （No.3） 

住  所  

商号又は名称  No. 

代表者名  

市登録状況 工事 ・ 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 ・ 物品等 ・ 業務委託（役務） 

資本関係 親会社・子会社・子会社同士・資本関係無・その他（      ） 

人的関係 有  ・  無 

重複役員等 

※人的関係が

ある場合 

氏  名 当社での役職名 系列会社での役職名 

   

   

   

 

 



系列会社に関する届出書 

  年  月  日 

佐世保市長 様 

 

（申請者） 

 

住    所 

商号又は名称 

代  表  者                    

 

佐世保市建設工事、建設コンサルタント業務、物品等及び業務委託（役務）入札参加有資格者のう

ち、当社における人的関係及び資本関係の状況について、下記のとおり報告いたします。 

 

１ 申請者の登録状況   工事 ・ 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 ・ 物品等 ・ 業務委託（役務） 

 

２ 系列会社の有無    有 （ １社）  ・  無 

 

３ 系列会社に関する事項 

 

  （No.1） 

住  所 
 

商号又は名称  

代表者名  

市登録状況 

 
工事 ・ 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務 ・ 物品等 ・ 業務委託（役務） 

資本関係 
 
親会社・子会社・子会社同士・資本関係無・その他（      ） 

人的関係 

 
有  ・  無 

重複役員等 

※人的関係が

ある場合 

氏  名 当社での役職名 系列会社での役職名 

□□ □□ 代表取締役 ▲▲支店長（受任者） 

●● ●● 取締役 取締役 

 
  

 

 

受付票【系列会社届出】 

 

（申請者）  △△株式会社    様 

 

系列会社に関する届出書を受け付けました。 

 

佐世保市契約課 

記入要領 

〒○○○-○○○○ 

佐世保市○○町１－１ 

△△株式会社 

代表取締役 □□□□ 

申請者の佐世保市への

登録状況について、該当

するものを○で囲んで

ください。 
本市登録業者における系列会社の有無

を○で囲み、「有」の場合はその数を記

入してください。 

系列会社の住所等については、支店等に委任されている

場合でも本社の住所等を記入してください。 

系列会社が複数社ある場合は、（NO.１）と同様の要領

で記入してください。 

役員等が重複している場合、その方のお名前とそれぞ

れの会社での役職名を記入してください。 

申請者の商号又は 

名称を記入してく 

ださい。 

押印不要です。 



系列会社の考え方 
 

【資本的関係の例】 

  （例１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （例２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （例３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 社 

B 社 

B 社の議決権の過半数 

A 社は B 社の親会社である。 

B 社は A 社の子会社である。 

A 社 

B 社 

B 社の議決権の過半数 

A 社は B 社の親会社であり、C 社の親会社でもある。 

B 社は A 社の子会社であり、C 社の親会社である。 

C 社 

C 社の議決権の過半数 

C 社は B 社の子会社であり、A 社の子会社でもある。 

A 社 

C 社 

C 社の議決権の 2 割 

A 社は B 社の親会社であり、

C 社の親会社でもある。 

C 社は A 社の子会社である。 

B 社 

B 社の議決権

の過半数 

C 社の議決権

の 4 割 

B 社は A 社の 

子会社である。 

※B 社と C 社の間に親子関係はない。 



【人的関係の例】 

（例１）代表者（受任者を含む。）が他社の代表者（受任者を含む。）を兼任している。 

 

 

 

 

（例２）代表者（受任者を含む。）が他社の役員等を兼任している。 

 

 

 

 

（例３）役員等が他社の役員等を兼任している。 

 

 

 

 

 

(1)受任者とは、契約締結権を委任された者をいう。 

(2)役員等とは、次の者をいう。 

①会社の代表権を有する取締役 

②取締役（社外取締役を含む。ただし、委員会等設置会社の取締役を除く。） 

③会社更生法第 67 条第 1 項又は民事再生法第 64 条第 2 項の規定により選任された管財人 

④委員会等設置会社における執行役又は代表執行役 

※監査役及び執行役員は、役員等には該当しない。 

 

 

【入札参加が制限される場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上図の場合、各社は次の関係に該当するため、同一入札への参加が制限される。ただし、1

者を除き辞退（不参加）すれば残る 1 者は参加可能。 

① 親会社と子会社の関係にある（A－B、A－C） 

② 親会社を同じくする子会社同士の関係にある（B－C） 

③ 役員等が兼任している（A－D、D－E） 

④ ①～③の複合的関係にある（A－E、B－D、B－E、C－D、C－E） 

A 社の代表者又は受任者 B 社の代表者又は受任者 
兼任 

A 社の代表者又は受任者 C 社の役員等 
兼任 

A 社の役員等 D社の役員等 
兼任 

①親子関係 

A 社 

B 社 C 社 

D社 E 社 

②親会社が同じ子会社同士 

③取締役兼任 ③取締役兼任 

× 

× × 

× × 
× 

× 

④複合的関係 

資本的関係あり 

人的関係あり 


